知的障害者の移動と生活支援の実際
２０１０年１１月１９日
NPO法人だれもがともに小平ネットワーク　理事長　藤内昌信

居宅事業者ネットワーク（東京都）副代表

小平市障害児・者居宅事業者交流会　代表

NPO法人だれもがともに小平ネットワーク（通称ともにネット）は東京都小平市や周辺市で知的障害者を中心に居宅介護や行動援護・移動支援、短期入所やグループホームの提供を行ってきました。小さな法人ですが、地域での暮らしを支える取り組みに心を注いできた私たちのこの間の取り組みから見えてきたことを以下提言いたします。

１．移動支援がもってきた意義と個別給付化について

　支援費制度がはじまる以前、小平市（現在人口18万・知的障害児者1000人）においてヘルパーを利用していた知的障害者は４～5人にとどまっていました。支援費制度において移動介護が制度化されるとともに利用者は一気に100人をこすことになりました。潜在化していたニーズが噴出したことになりましたが、家族以外の支援者とすごすことが本人や家族に与えた影響は大きかったといえます。本人は自らの世界を拡げ、外出にとどまらず生活全体の家族からの自立を展望するようになりました。また、その姿をみた家族も入所施設しか将来展望を見出していなかったことを見直す契機とすることもできました。いわば移動介護は社会参加を行いながら、「自立の一歩」の意味合いの意義をもってきたといっても過言ではありません。
　この移動介護も居宅介護と同様に国が財政責任をもつことは当然であり、自立支援法により個別給付から外したことは大きな誤りであったといえます。地域生活支援事業への国の不十分な補助金で地方自治体の自己負担は増大し、その結果移動支援の時間数や支給対象の絞込みが行われてもいるし、市町村格差は拡大してもいます。

　居宅ネットの都内区市町村移動支援事業０９実態調査（以下居宅ネット調査と記す・資料１）でも多くの自治体が個別給付にもどすことを求めています。

２．ただし移動支援個別給付化にあたって留意せねばならないこと

　しかし、移動支援が市町村事業となった中で、従来の移動介護の使い勝手の悪さを自治体独自に制度改善してきたところも少なくありません。居宅ネット調査では、通所・通学にも使用できるようにしているところがふえており、月をまたいでの支給決定、行動援護との併給を可とする、さらにはヘルパー要件の緩和など利用者にとって使いやすいものに努力している自治体が少なくありません。

　個別給付化にあたっては、これら各自治体が取り組んできた「使いやすい」仕組みを取り入れることが必要です。

個別給付化にあたって取り入れるべき「柔軟性」は以下の点です。
①対象は必要とする人に拡げる

②通学・通所支援、入院時の支援ができることを明確にする

　自立生活に向けた体験時にも利用できるようにする

③時間制限を課さない

④支給方法は自治体にまかせる（月をまたいでの支給決定など）

⑤ヘルパー要件については、当事者を講師とすることを組み込んだ簡易な研修を最低限の必須研修とする。現場経験者には一日研修で可とするなど大幅な軽減措置を講ずることなどを組み込む。なお、入所施設の見学で演習に変えるなど本来主旨とは矛盾することは見直すことが必要。
　検討の間、移動支援事業を実質義務経費化することを当面の有力な選択肢としてよいのではないかと思います。

３．行動援護のあり方に関して

　行動援護は、移動介護を個別給付から外すことをみこして導入されました。しかし、特にヘルパー要件の厳しさから担う事業所があまりにも少なく、都内の実施状況をみれば、担う事業所がある一部の区市町村に実績が集中する結果となっています。
　もともとが、行動援護の人は移動介護の「介護あり」で外出支援を受けており、移動支援の個別給付化の時には名称はどうあれ、基本的に統合されてよいと思います。
　支援者側の資質（本人に寄り添うことのできる「専門性」）の向上は行動援護であれ、移動支援であれ求められています。むしろ、問題は行動援護の単価の高さが移動介護「介護あり」には適用されていないことです。事業者にとっては、現在の移動支援の単価（市町村によりちがいはあるものの）では事業運営がなりたちません。

　私たちも、移動支援の単価の安さを行動援護や重度訪問介護で補いながらなんとかやっているという現状です。
　当初、行動援護導入時にヘルパーが食べていける単価設定がひとつの課題であったように記憶していますが、８時間（以前は５時間）ヘルパーが毎日働ける支給決定が行動援護においてなされている例は皆無に近いといえます。利用者ニーズは土日・夕方に集中し、また国の配分基準も低く抑えられているので当然の結果です。

　後述しますが、見守りを含めた生活支援のあらゆる要素に対応できる重度訪問介護に比べ、行動援護は外出とその前後の支援に限定されているため、移動支援のバージョンアップ版としての意味をもっても生活総体に対応できないのが弱点といえます。
４．「見守り」「関係作り」こそが制度として保障されるべき
　Aさんは（５８歳・愛の手帳２度、視覚障害１級・区分４）５年前に施設から出て、地域のアパートで一人暮らしをしています。家事援助と移動支援、有料自主事業で１００時間弱のサポートですが、これ以外に１日に何回もかかる電話、体調が悪い時の（精神的な波が激しい）訪問や見守り、ものがこわれた・ものをこわした時の修理、音がうるさいとの近所からの苦情対応、通所施設との連絡調整などなど「表に出ないサポートのつなぎ」で生活が成り立っています。本人からはもっとヘルパーと出かけたいなどの要望が出され、後見人や支援事業所からも支給時間の増を要望しています。
　Aさんは、一人の時間も好きな方ですが、いつもそうではありません。「今日はもっといてくれよ」と帰るヘルパーを引き留めることもあります。日常生活の様々な場面でヘルパーが見守りながら必要なところだけを声かけする・手助けすることが必要な場面が多くなっています。
　支援の内容も身体介護・家事援助・移動支援・見守りが混在をしています。それは時間でわけられるものではありません。そして混在の仕方は毎日ちがいます。

Aさんにかぎらず、知的障害者の生活支援は支援類型で分けられるものではありません。本人に必要なものは「なんでもあり」の一本化したものにすべきかと思います。当面、重度訪問介護の身体限定を外すことをただちに実施してほしいと思います。
Bさん（３１歳・愛の手帳３度・区分２）は、家族との関係が悪化した（攻撃的になってしまう）ことから、次の居住の場を見つける間、「ともにハウス」（ショートや宿泊体験の場）を利用しました。夜は自分ですごせることから主に食事作りや精神的に落ち着くための話し相手（信頼感をもってもらう関係作り）がサポートの中心でした。このような時、現行制度ではホームヘルプが使えません。体験の場であっても必要なサポートは本人についてまわると基本的な発想を転換する必要があります。
とりわけ、様々な体験の中から自らの選択と決定ができてゆくことが多い知的障害者にとっては体験の場でも使えるサポートが必要です。

　

５．ケアホームでのヘルパー利用について

　これは、グループホームの作業部会でも課題としてあげられることかと思いますが、ケアホームの世話人の業務には個別の介護・外出の支援が入っていないことが前提の配置基準となっています。通所していない時間帯での外出支援は移動支援や行動援護で、また、入浴や食事など身体介護での個別対応もホームヘルプで対応できることが基本にならなければなりません。「世話人がいるからつける必要がない」という自治体職員の意識も一部にまだ根強く残っており、変えていく必要があります。
ともにネットのあるケアホームの場合

Cさん１０６ｈ、Dさん７６ｈ、Eさん５５ｈ、Fさん４０ｈとそれぞれの必要性で行動援護（移動支援併給）をほぼフルに利用しています。実際にはこれ以上必要で、かなりの時間が事業所もちだしとなっています。

６．ショートステイでのヘルパー利用について
　遠くの入所施設併設のショートではなく、近くの普通の家での単独型ショートステイは地域生活維持のために大きな役割を果たしてきました。緊急時の利用だけでなく、グループホームや一人暮らしのための体験の場という役割ももってきました。

　もともとの単価が低かったことに加え、日中の通学・通所時には３割近く減額されることとなり、多くの事業所が赤字運営を強いられています。基本的な単価の抜本見直しが必要ですが、あわせて、単独型ショート利用時に移動支援・行動援護利用が可能ということを明確にするべきと考えます。
７．私たちに「入所施設の限界」を教えてくれたCさん

Cさん（３１歳・愛の手帳２度・区分６）は、地域のお店や医療機関にこだわりがあり、その迷惑行為から警察沙汰になることが何度もあった方です。

彼のこだわりが高じて、警察から措置入院を勧められ、とりあえず入所のショートを利用することがありました。彼はそこでも落ち着かず、むしろ行動が先鋭化していきました。しかし、ともにネットからショート先で個別の支援を行った時はそんな行動はみせず、地域のショートにもどってきたときは落ち着いてすごせました。その後、彼はケアホームに入居します。４人のケアホームで２人の泊まり、また１００時間をこす行動援護（移動支援併給）の利用で、おどろくほど彼の「行動障害」は減少しました。
考えてみれば当たり前のことです。彼には１：１でじっくりと付き合いながら支援者との間での信頼関係を創る過程こそが必要であり、入所施設の人員ではそれが不可能という単純な理由だったと思えます。
移動介護からはじまったCさんの支援でしたが、数時間のサポートの中でサポーターとの間では「問題行動」が少なくなっても、家族のもとに帰ると途端に「問題行動」をおこしてしまうCさんには、夜間もつきあうことが必要でした。その関わりの中で彼の全体像がつかめ、つかめることで、俺のことを少しはわかったかという安心感をかえしてくれ、そのことがゆとりをもってCさんにつきあえるサポーターを育てるという、このお互いの積み重ねこそが重要であったと確信しています。

この「積み重ね」の過程にこそきちんとお金が出る制度にするべきと思います。
８．まとめ
移動支援は単に外出の支援・余暇の支援とか社会参加ということだけでなく、本人にとっては入浴するとか食べることと同等の生活に不可欠な支援です。これを国が財政責任を居宅介護と同等に持つのは当然のことです。

しかし、個別給付から外され、市町村事業の移動支援になって以降、利用者要望に応え使いやすい柔軟な自治体独自制度を創る努力をしてきた市町村は少なくありません。その中味を個別給付化では生かしていく必要があります。
移動支援や行動援護の支援が入ることで知的障害者の地域生活を「かろうじて」支えているケースは少なくありません。しかし、「かろうじて」でなく生活トータルな支援をどう創っていくのかにつながる移動支援・行動援護でありたいと思います。

現在の身体介護・家事援助・行動援護・移動支援と分けられた支援類型では知的障害者の生活をトータルに支えることはできません。見守りや関係性構築の支援が含みこまれた一本化した支援類型が必要です。当面重度訪問介護を知的障害者にも適用すべきです。また、ホームヘルプではなく、「マイヘルプ」として場所ではなく本人につくサポートとして組みなおしてほしいと思います。体験の場にも使えるようにすべきです。
グループホームを施設ではなく、地域における居住の場として位置づけるのであれば、当然そこでもヘルパーが必要な時間、利用できることを基本とすべきです。
なお、特定非営利活動法人全国障害者生活支援研究会（通称サポート研）が昨年「知的障害者の移動支援の個別給付化についての見解」を示しています。参照ください。（資料２）
資料１

移動支援事業０９実態調査　結果概略

０９年８月２５日

居宅サービス事業者ネットワーク

調査日　２００９年６月

調査票配布　都内全区市町村　

集約　　２００９年７月

回収数　区部１７　市部２１市３町２村（２村は実績なし）

調査結果概略

	項目
	区部　１７区
	市部（市２１、町３）

	利用対象
	視覚以外の身体利用
	ほぼすべてが利用可能としているが、

４区で全身性に限定
	１５市２町で利用可

不可６市　国分寺は重度肢体不自由児のみ可

	
	利用年齢
	学齢児からが６、制限なしが３

４歳～１、小４～１、１６歳～１
	学齢児から１３市、７歳～・８歳～・小４～・１０歳～・中学生～・15歳～・１６歳～各１、下限なし２

	
	精神利用実績
	３区以外は実績あり
	実績あり１６市１町、なし４市２町

	
	手帳なしの利用
	実績あり８、可だが実績なし４

不可３
	実績あり７市、可だが実績なし６市、不可８市３町

	内容制限
	通学・通所
	可４　原則不可ケース判断７　不可４　　台東区は別事業（障害児通学支援事業）
	可１　ケース判断６市１町　不可１４市２町

	
	制限内容
	大半が宿泊不可　葛飾区プール不可
	大半が宿泊不可

	時間制限
	大半が宿泊不可

荒川・文京・足立区は１日８ｈまで
	大半が宿泊不可

青梅・調布・三鷹・八王子・日の出が制限なし

	支給決定時間
	上限
	ありが１２なしが５

１６ｈ～６０ｈ
	ありが１６市１町　なしが３市１町

５ｈ～５０ｈ　武蔵野は年単位支給

	
	平均的な決定時間
	１６～５０ｈ（中央）

２０～３０ｈあたりが多い
	８ｈ～２５ｈ

２０ｈあたりが多い

	
	最高支給時間
	２４ｈ～１３４ｈ
	２０～１５５ｈ

	行動援護併給
	可３　不可１４
	可４市　不可１７市２町

	項目
	区部
	市部

	グループ支援実績
	全区実績なし
	実績あり５市、東村山市２１．３％実績以外は極小。

	車両支援型支援
	大半は実績なし、２区が通所送迎

千代田は車両使用可
	大半がなし　１市は巡回バス

	利用者負担軽減措置
	負担なしが荒川・葛飾

一定時間まで負担なしが文京・中野・豊島

低所得負担なしが港・世田谷・台東

一般５％　江東・墨田
	大半が低所得３％のみ

住民税16万以上1割以外は負担なし　多摩

所得割3.3万未満５％　小金井

均等割も３％国立　均等割５％　調布

	報酬単価
	通院介助単価に準ずるが１３と多い

台東は介護なし３０分４００円加算

杉並は短時間にあつい独自単価
	通院介助単価準ずるは4市1町と少ない

独自単価で一律５市〈1600～2100〉

　　　　あり・なし設定8市　その他不明

事務手数料　武蔵野（1000円）三鷹（加算500）

	ヘルパー要件
	２級・移動・行動・重訪が７

２級・移動・行動が４

２級・移動が４

独自の研修も可　港・荒川・台東
	2級・移動・行動・重訪が５

2級のみ４　　2級・移動・行動２

2級・移動４

独自の研修　小平・東久留米

なし可　立川・国立・羽村・あきるの

	ヘルパー養成事業
	実施は世田谷・台東のみ
	実施は小平・武蔵野・調布・三鷹・立川・昭島

	改善予定（検討）
	通所・通学　江東・杉並・墨田・文京

対象拡大（高次脳）江東（身体）葛飾

年齢引き下げ　墨田
	通学送迎緩和　国分寺

	今後の在り方
	個別給付に　４　国負担考慮を２

現状でよい２
	個別給付に９　国負担考慮を４（個別給付だと特性反映できない１）　現状でよい２　国の定めにしたがう２


詳しくは
http://kyotakunet.sblo.jp/category/865987-1.html参照ください。

区部・市部それぞれの調査結果が一覧表となっています。
資料2
知的障害者の移動支援の個別給付化についての見解
２００９年１１月２５日
特定非営利活動法人 全国障害者生活支援研究会
（通称 サポート研）
会長 赤塚光子
今夏政権交代が実現し、民主党連立政権が誕生した。新政権はこの4 年の間に障害者自
立支援法を廃止すると宣言した。
その障害者自立支援法で個別給付から外され、地域生活支援事業とされた『移動支援事
業』について、民主党障がい者政策プロジェクトチームは２００９年４月８日に公表した
「障がい者制度改革について～政権交代で実現する真の共生社会～」で「個別給付にする」
と明示している。
知的障害者にとっての「移動支援」は、単なる「移動」への支援ではなく、「社会参加への支援」であり、生活上の「意思決定への支援」でもあって、地域生活にとって欠くことのできない支援である。
私たちは、旧政権のように視覚障害者の移動支援に限定せず、この知的障害者の移動支
援を個別給付にすることが極めて重要であると考える。
国が義務的経費から外した結果、この間に市町村格差がさらに拡大したばかりか、市町
村予算を圧迫し、利用者の支給時間の制約が行われるなど様々な問題が露呈しているから
である。
しかし、移動支援事業を個別給付に戻すにあたっては、以下の点をあわせて検討・実施
することが必要と考える。
１．柔軟で使いやすい「（新）移動支援」に
国が１／２負担を放棄した責任は大きい。それは、改めなければならない。しかし一方、
支援費制度での移動介護（外出介護）の国の制約を外し、利用者が使いやすい制度に変え
る努力をしてきた自治体も少なくない。そこでは、利用対象者を拡大したり、通学・通所
の支援を可能としたり、月をまたいでの支給決定や利用者負担の無料化など、利用者が求
めてきた支援が具体化もしている。また、ヘルパー確保のために資格要件を緩和した自治
体もある。これら各自治体が取り組んできた独自の柔軟性のある施策の運用が、国制度に
なったあとも継続できること、あるいは国制度に盛り込むことが必要であると考える。個
別給付化することは、単に従前の移動介護（外出介護）に戻すことではないことを前提に
制度設計して行くことが必要である。
２．『移動介護』単価の底上げを
この間、厚生労働省は、「行動援護」があるからと知的障害者の移動支援の個別給付化に
難色を示してきた。「行動援護」が誕生した背景の一つには、移動支援の単価の切り下げの問題があった。移動支援を個別給付に戻すとなると、「介護ありの移動支援」と「行動援護」が合体することが予想される。ここで問題となるのは、「介護あり」単価と「行動援護」単価に差があることである。「介護あり」単価が「行動援護」単価と同一に引き上げられるなら、事業所には大いに救いとなる。従前の「介護なし移動支援」の単価の安さの改善も含め、単価の底上げを図る必要がある。利用者ニーズに応える事業所が存続できるのか否かの避けては通れない重要な課題である。
３．パーソナルな支援に一本化する方向性の議論の必要性と当面の改善策
知的障害者の支援に求められているサポート類型のあり方を改めて議論することの必要
性を訴えたい。知的障害者の生活支援は、固定的な時間・固定的な場所に限定される支援
ではなく、またとりわけ「関係性の支援」ということが大きな要素を占める。さらに様々
な体験を通して、自らに必要な支援を確かめていく過程が必要である。
現在の身体介護・家事援助・通院介助・行動援護・移動支援などにばらばらにされた支
援類型が、そもそも知的障害者のニーズとはそぐわない。これらを根本的に見直し、パー
ソナルな支援に一本化する論議がなされる必要がある。すでに自治体独自の取り組みとし
てこれらの要素を組み込んだ取り組みがなされている事例もある（埼玉県障害児（者）生
活サポート事業など）。障がい者総合福祉法制定に向けた論議の中で重要な課題として据えて欲しいと考える。
また、当面の改善策としては①見守りも明記されている重度訪問介護（身体介護・家事
援助・移動含む）の知的障害者への適用、②家の中に限定される身体介護や家事援助を利
用者の必要性で「外」でもつかえる柔軟性をもたせること ③ ①②に「（新）「移動支援」
も含め、知的障害者にとって大切な「体験」の場でも使えるサポートにすることなどが必
要である。
来年度4 月実施にこれらの論議が間に合わぬ場合は、当面地域生活支援事業の必須事業
については実質義務経費化する予算を求めることも選択肢に入れての検討が必要である。
私たちは、社会生活において多くのサポートを要する障害者の生活の支援について研究
を行ってきた団体として、以上の論点が十分に考慮され、障害当事者・関係団体・サービ
ス提供事業者等との意見交換をしっかりと行う中で、利用者にとって本当に必要な制度が
構築されることを心から望み、ここに見解を表明いたします。
